
No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
（ ）

● 有 ○ 無 7 （ ）

● 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ● 計画 ○ 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤職員 ● 会計年度任用職員 ）

①

②

③

省エネ対策費

指
　
　
　
　
標

3年度 4年度 5年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

6年度 7年度

推進 推進

　住宅や事業所等への再生可能エネルギー関連設備の導入を推進すること
により、地球温暖化防止やヒートアイランド対策を促進する必要があるた
め、推進する。

449 470 500

指標に関する説明

368 550

エコ助成件数（ZEH助成を含む） 121 306

6年度
見込み

目標値
(8年度)

省エネ家電助成件数 220 519

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

終期設定 年度
開始年度 年度 根拠

法令等

政策 07
行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

地球温暖化防止対策の推進に関する法律、荒川
区環境基本計画ほか

平成 18 2006
令和 2025

経過

平成18年5月エコ助成開始（家庭用燃料電池、太陽光発電ｼｽﾃﾑ機器、遮熱性塗装）
平成20年5月　同　一部改正（雨水貯水槽助成を追加）
平成22年4月　同（高効率給湯器、太陽熱利用システム、事業所向け省エネ設備追加）
平成25年4月　同（家庭用蓄電システム追加）
平成27年4月　同（高断熱窓改修追加）
平成29年4月　同 (集合住宅向けLED照明助成追加）
令和2年4月   同 (全ての助成対象について区内業者が施工した場合の上限額を５万円増額）
令和2年6月 夏季・冬季省エネエアコン助成開始（単年度事業）
令和3年4月 エコ助成一部改正 (宅配ボックス追加） 同年6月 省エネエアコン助成開始（単年度事業）
令和4年4月   同 (節水トイレ改修追加）省エネ家電助成開始（ｴｱｺﾝ・冷蔵庫）
令和5年4月 エコ・省エネ家電助成実施　 同年8月 ZEH等購入助成開始

必要性

区内における地球温暖化防止やヒートアイランド対策を推進するために省エネ対策の必要性は高い。

実施
方法

1直営

事務事業分析シート（令和6年度）

協働 業務 財務

745

07-01-03

事務事業の種類 新規事業 6年度 5年度

目的

区内の住宅及び事業所、集合住宅等における太陽光発電システム等の設置費用の一部や、家庭における省
エネ家電購入費の一部への助成の実施を通して、地球温暖化防止やヒートアイランド対策を推進する。

対象者
等

【エコ】区内住宅、事業所、集合住宅共用部分に施工【家電】区民が区内の住宅に設置【ZEH等】区内に新
築又は購入の上所有した助成対象住宅

内容

〇令和4年度実績
①太陽光発電システム（31件）②家庭用燃料電池（13件）③家庭用蓄電システム（32件）④屋上緑化（1
件）⑤壁面緑化（0件）⑥高断熱窓への改修（35件）⑦節水トイレへの改修(154件)⑧宅配ボックス（16
件）⑨雨水貯水槽（2件）⑩事業所の省エネ診断に基づく省エネ設備（3件）⑪集合住宅向け省エネ診断に
基づく省エネ設備（19件）⑫省エネ家電（エアコン352件・冷蔵庫393件…計745件）
〇令和5年度実績
①太陽光発電システム（85件）②家庭用燃料電池（4件）③家庭用蓄電システム（112件）④屋上緑化（2
件）⑤壁面緑化（0件）⑥高断熱窓への改修（31件）⑦節水トイレへの改修(179件)⑧宅配ボックス（14
件）⑨雨水貯水槽（0件）⑩事業所の省エネ診断に基づく省エネ設備（1件）⑪集合住宅向け省エネ診断に
基づく省エネ設備（17件）⑫省エネ家電（エアコン279件・冷蔵庫240件…計519件）⑬ZEH（4件）

地球環境を守るまちの実現
施策 01 温暖化対策の推進

実施基準 計画区分

内線

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（6年度）

部課名
担当者名

環境清掃部環境課
木戸

戦略プラン事務事業コード

事務事業名

01-04-02 省エネ対策費

課長名 檀上



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

▲ 15,984

備
考

行政費用の補助費等が増加したのは、エコ助成や省エネ家電助成の実績増によるものである。
行政収入の都支出金が増加したのは、省エネ家電助成に係る地方創生臨時交付金によるものである。
行政収入のその他は「みどり東京・温暖化防止プロジェクト助成金」によるものである。

特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 52,624

1,618

減価償却費 0 0 0 その他 1,000 1,000

0 0

行
政
費
用

給与関係費 15,290 21,115

2,510

4年度 5年度

0

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 12,597 21,554

5,825

行
政
収
入

令和5年度に取り組む
具体的な改善内容

令和6年度以降に取り組む
具体的な改善内容

さらなる脱炭素化の取組を進めるた
めに、助成条件の見直しや助成対象
の新設を行う。

負担金補助等 省エネ家電助成 17,680 負担金補助等

0 0

8,585

脱炭素化の取組をさらに充実させ
るため、助成条件の見直し等の改
善を行う。

一部項目(高断熱窓への改修)の助成
上限額を増額する等の改善を図っ
た。

429 ▲ 2,368 国庫支出金 800 1,172 372
維持補修費 0 0 0 都支出金 10,797 19,382

地方税等

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 20 2 不明 0

平成27年度2月会議　家庭における省エネルギー化の推進について
令和2年度予特　エコ助成の実績について
令和3年度決特　太陽光発電の助成金額、助成実績について
令和3年度11月会議　節水型トイレの設置に対する助成について
令和4年度6月会議　省エネエアコン助成の補助率・上限額の引上げについて

令和5年度に実施した
改善内容および評価

エコ助成（太陽光発電等）の状況：渋谷区・板橋区は未実施。

「ゼロカーボンシティ」の実現に向けた取組みの一つである助成金事業の一層の充実のため、省エネ等に関す
る情報収集を密に行ない、区民ニーズに応えた事業内容を検討する必要がある。

差額 勘定科目

決算額（6年度は見込み）

▲ 15,984
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0 0 0

▲ 15,984
特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f)

行政費用合計(b) 65,221

行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 52,624

▲ 68,608

物件費 2,797
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 0 分担金及び負担金 0 0 0
補助費等 45,516 64,490 18,974 使用料及び手数料 0

負担金補助等

0
0

ZEH等購入助成 2,500

0

差額

賞与・退職給与引当金繰入額 4,128

4年度

エコ助成 24,399

金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

17,610 負担金補助等 省エネ家電助成 14,600

90,162 24,941 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 52,624 ▲ 68,608

0

▲ 68,608

負担金補助等

ZEH等購入助成

‐ ‐

勘定科目

負担金補助等

5年度

519 368

エコ助成 29,643 負担金補助等 省エネ家電助成

382
46 役務費 通知・チラシ等郵送代 86148 役務費 通知・チラシ等郵送代

需用費 周知用チラシ 414
通知・チラシ等郵送代

需用費 周知用チラシ 200 需用費 周知用チラシ

委託料 集合住宅向け省エネ診断 2,453 負担金補助等 エコ助成 44,880

2,000

8,957

0

令和4年度（決算） 令和5年度（決算） 令和6年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項

‐ ‐ 4 5

役務費

省エネ家電助成件数 ‐ ‐ 580 220 745

17,413 16,594

3年度

実
績
の
推
移

事項名（6年度は見込み） 30年度 元年度 2年度 3年度

ZEH助成件数 ‐

エコ助成件数 159 125 80 121 306 445 465
4年度 5年度 6年度

4年度 5年度 6年度

48,313 64,919 41,999
17,584 18,872 24,584 29,335

予算・決算額等の推移
予算額

10,264 20,385
53,493 67,084 41,999

30年度 元年度 2年度



No1
● ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
（ ）

● 有 ○ 無 7 （ ）

■ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ● 計画 ○ 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤職員 ○ 会計年度任用職員 ）

①

②

③

重点的に推進 重点的に推進

　脱炭素型の社会の構築を目指す事業であり、区民・事業者・区が協働し
て取り組むための荒川区地球温暖化対策実行計画と、区の環境負荷の軽減
を率先して推進するエコアクティブプランを重点的に推進する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

6年度 7年度

見込み及び目標値は荒川区役所エコ
アクティブプランに基づく

区施設温室効果ガス排出量
（延床1㎡当たりのkg-CO2）

33.7 30.6 30.3 28.0 25.3

見込み及び目標値は荒川区役所エコ
アクティブプランに基づく

区施設温室効果ガス排出量
（百t-CO2）

140 128 126 119 105

平成25年度から会員募集を開始
荒川区地球温暖化対策協議会会員
数(人）

173 175 181 189

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
3年度 4年度 5年度

6年度
見込み

目標値
(8年度)

200

経過

平成20年　　　荒川区役所エコアクティブプラン策定（29年度新プラン策定）
平成21年 6月　荒川区低炭素地域づくり協議会設立
平成22年 2月　協議会において「あらかわ低炭素地域づくり計画」を策定
平成22年10月  区の行政計画として、「荒川区低炭素地域づくり計画」を策定（28年3月に改定）
平成26年 3月　荒川区低炭素地域づくり協議会実行委員会設立
平成27年12月　あらかわEMS（区独自の環境マネジメントシステム）運用開始
令和2年  9月　「荒川区低炭素地域づくり協議会」を「荒川区地球温暖化対策協議会」に改称
令和3年  3月  「荒川区地球温暖化対策実行計画」策定
令和3年　6月　「ゼロカーボンシティ」を表明
令和5年　3月　「荒川区地球温暖化対策実行計画」及び「荒川区役所エコアクティブプラン」改定
令和5年　4月　「荒川区地球温暖化対策推進条例」施行

必要性

地球温暖化を防止するため、区民、事業者、区が協働し、具体的かつ継続的な行動が必要である。そのた
めに様々な主体が参加する協議会が中心となって、地球温暖化対策を着実に推進していく。また、区が実
践した環境配慮行動の効果と、その目標度合いを測る仕組みづくりは必須である。

実施
方法

1直営

目的

地球温暖化防止のため、区民、事業者、区等が協働して、温室効果ガス排出量・エネルギー使用量削減に
向けた対策の協議を行い、施策を実施し、荒川区における脱炭素社会の構築を目指す。また、区が区内最
大の事業者であることを認識し、率先して環境負荷の削減と循環型社会づくりに努めるとともに、区内事
業者の環境配慮行動に対し支援を行う。

対象者
等

区民、事業者、区来訪者、環境団体、区職員等

内容

○　荒川区地球温暖化対策協議会の開催
　　「荒川区地球温暖化対策推進条例」及び「荒川区地球温暖化対策実行計画」に基づき、具体的な取
　　組の検討・推進や進捗状況の確認・見直しを行う
○　「荒川区役所エコアクティブプラン」に基づく区の環境率先行動
　　(1) 省エネルギーの推進　(2) 再生可能エネルギー等の推進
　　(3) 省資源等の推進　　　(4) 法令の遵守及び職員の環境保全意識の向上の推進
○　事業者向け対策　　　環境活動に取り組む事業者をエコフォワード事業者として区が認定し、ホー
　　　　　　　　　　　　ムページ等での紹介やPR等を実施
○　環境交通の対策　　　自転車利用促進を目的としたシェアサイクルの周知及びサイクルポート拡充

政策 07 地球環境を守るまちの実現
施策 01 温暖化対策の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

地球温暖化対策推進法、地球温暖化対策実行計
画、荒川区役所エコアクティブプラン終期設定 令和 2025 年度

開始年度 平成 20 2008 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 6年度 5年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（6年度）

01-04-01 地球温暖化対策推進費

事務事業名 地球温暖化対策推進費
部課名 環境清掃部環境課 課長名 檀上

担当者名 戸塚 内線 482

事務事業コード 07-01-04 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（令和6年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

令和4年度9月会議　地球温暖化対策実行計画等の策定の進捗状況について
令和4年度11月会議 シェアサイクルのサイクルポートやラックの積極的な設置について
令和4年度2月会議　2050年までの「ゼロカーボンシティ」の実現を見据えた2030年の温室効果ガス削減
　　　　　　　　　目標達成に向けた温暖化対策の方向性について
令和5年度9月会議　ゼロカーボンシティを目指す区の取組について

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

全区が地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく「地方公共団体実行計画（区域施策編）」を策定済み（令
和5年6月時点）

新たにEMS内部監査の対象となる課
や施設において、法令に基づき実施
すべき実務が適正に実施されている
か点検を行う。

令和5年11月から12月にかけて、14課
11施設を対象に内部監査を実施し、
適正な管理及び処理がなされている
かを確認した。

法令を遵守した実務が徹底される
よう、環境推進員を対象とした講
習における情報提供の充実や意識
啓発を図る。

エコアクティブプランの改定内容や
新たな目標数値を庁内で周知し、さ
らなる省エネ行動を促す。

年度当初に各所属の環境推進員を対
象に開催した講習会において、改定
の内容や新たな目標、具体的な取組
について周知を行った。

省エネ管理システムを用いた施設
ごとの温室効果ガスの排出状況等
についてこまめに周知を行い、省
エネ行動につなげる。

アクションプラン等も活用しなが
ら、家庭・事業者における省エネ行
動の更なる定着が図られるよう普及
啓発を行う。

イベントの来場者向けに、アクショ
ンプランを用いたワークショップを
開催するなど、周知・啓発活動を実
施した。

講演会やイベント等を活用した普
及啓発に取り組み、家庭・事業者
における省エネ行動の更なる定着
を図る。

○脱炭素社会への転換を促進するため、家庭・事業者向けに、アクションプラン等も活用し、日常的な省エネ
行動の着実な実践を促しながら、削減効果の高い省エネ行動を継続的に取り組んでもらう必要がある。
〇令和５年３月に改定した「地球温暖化対策実行計画」及び「荒川区役所エコアクティブプラン」や令和５年
４月に施行した「地球温暖化対策推進条例」に基づき、２０５０年に向けて脱炭素の取組をより計画的かつ効
果的に実践していく必要がある。

問題点・課題の改善策

令和5年度に取り組む
具体的な改善内容

令和5年度に実施した
改善内容および評価

令和6年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

行政費用の給与関係費の減少は、令和４年度に計画の改定等を行い業務量が増加していたが今年度はそれがな
かったためである。物件費の減少も、令和４年度の計画及びプランの改定支援に係る委託料の支出がなかった
ためである。令和４年度の行政収入の都支出金は、計画及びプランの改定に係る補助金である。

2,783特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 32,712 ▲ 29,929
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 35,308 29,929 ▲ 5,379 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 32,712
0 0

▲ 29,929 2,783
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 2,896 4,417 1,521 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 32,712 ▲ 29,929
0 ▲ 2,596

2,783

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 2,596
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 1,016 1,041 25 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 ▲ 2,596
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 2,596
物件費 4,035 1,879 ▲ 2,156 国庫支出金 0 0

0 0
0

5年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 27,361 22,592 ▲ 4,769

行
政
収
入

地方税等 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 4年度 5年度 差額 勘定科目 4年度

負担金補助等 地球温暖化対策協議会実行委員会事業補助 935

使用料賃借料 森林整備事業レンタカー代等 54 負担金補助等 地球温暖化対策協議会実行委員会事業補助等 1,031

使用料及び賃借料 電子複写機及び消色装置の賃借料等 416委託料 森林整備事業運営委託等 3,395 負担金補助等 地球温暖化対策協議会実行委員会事業補助等 1,021
需用費 地球温暖化対策協議会賄い等 230 使用料賃借料 電子複写機及び消色装置の賃借料等 274 委託料 省エネ管理システム運用・非化石証書調達等 2,065

需用費 地球温暖化対策協議会賄い 8旅費 森林整備事業視察、当日旅費 364 委託料 省エネ管理システム保守・運用等 1,605
報償費 地球温暖化対策協議会委員謝礼 81 報償費 地球温暖化対策協議会委員謝礼 20 報償費 地球温暖化対策協議会委員謝礼 63

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

令和4年度（決算） 令和5年度（決算） 令和6年度（予算）

3 3 4会議・実行委員会開催数 7 5 1 4

6年度
会議・協議会等開催数 2 2 5 2 5 1 2

実
績
の
推
移

事項名（6年度は見込み） 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

3,215 3,583
決算額（6年度は見込み） 1,556 3,975 3,769 1,561 5,051 2,920 3,583
予算額 1,973 4,704 6,638 2,369 5,496

5年度 6年度予算・決算額等の推移 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度



No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
（ ）

○ 有 ● 無 （ ）

■ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤職員 ○ 会計年度任用職員 ）

①

②

③

推進 推進

　区民・事業者・区（行政）が協働して環境活動を推進するための拠点と
なる重要な施設であるため、推進する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

6年度 7年度

年間施設利用者数(人） 12,433 14,700 6,600 7,875

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
3年度 4年度 5年度

6年度
見込み

目標値
(8年度)

8,700

経過

平成19年度   旧保健所の改築着工
平成21年1月　竣工
平成21年2月　当初開設
平成23年7月　全面開設
平成26年3月　環境学習農園の開設
平成28年度　 エコカフェの開設、環境農園の活用・環境団体へ貸出し
平成29年度　 ホタル観賞・観察会
平成30年度　 エコジュニアクラブを開始し、エコセンターでの講座も開催
　　　　　　 情報提供コーナーを街なか図書館としても活用開始
令和2年度　  障害者基幹相談支援センターの開設に伴う環境情報提供コーナーの館内移転
令和5年度    たんぽぽセンターの児童発達支援センター化に伴う環境課事務室の館内移転

必要性

　環境学習等の環境政策を総合的に推進するため、区民・事業者・区が協働して環境活動に取り組める拠
点が必要である。環境に関する継続的で体系的な拠点施設となるよう、区民参加の呼びかけ、活動支援の
場の提供、活動の核となる団体への組織化へと、さらなる環境施策の推進を図っていく。

実施
方法

2一部委託

　環境活動支援コーナー等の運営及び緑のカーテン普及啓発など一部の業務についてのみ業務委託で実施
している。

目的

　あらかわエコセンターは、太陽光発電や雨水利用設備、屋上緑化等環境に配慮した設備を備えており、
環境に関する活動を行う区民を支援するとともに、環境に関する情報発信基地としての機能を果たしてい
る。運営にあたっては、広く区民に利用され、親しまれる施設となる仕組みを作っていく。

対象者
等

○環境実習室・研修室（環境団体・環境ボランティア）
○情報提供コーナー・環境活動支援コーナー（区民一般、小中学生、事業者）

内容

○環境実習室・研修室
 　環境に関する活動を行う区民及び団体を支援するため、会議室や環境実習室など活動の場の提供を行
う。

○情報提供コーナー・環境活動支援コーナー
　 環境啓発物品や環境に関する書籍等を配備し、環境に関する情報発信を総合的に行う。
　 また、エコ助成制度の周知と省エネ機器等への理解を深めるため、関連機器の展示を行う。
　 環境団体に一部の業務を委託し、環境に関する情報の提供や啓発活動を行う。

政策 07 地球環境を守るまちの実現
施策 01 温暖化対策の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

環境教育等による環境保全の取組の促進に関す
る法律、荒川区立環境学習情報センター条例終期設定 年度

開始年度 平成 19 2007 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 6年度 5年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（6年度）

01-07-01 あらかわエコセンター管理運営費

事務事業名 あらかわエコセンター管理運営費
部課名 環境清掃部環境課 課長名 檀上

担当者名 水野 内線 486

事務事業コード 07-01-05 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（令和6年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

平成22年1定　 　　　エコセンターの今後の展望について
平成26年度11月会議　エコセンターの畑を拠点にした食と農の祭典について
平成26年度決特　　　エコセンターの機能を新リサイクルセンターに集約を
平成26年度決特　　　エコセンターでたい肥の買い取りを
平成28年度11月会議　リサイクルセンターとの連携について

他
区
の
実

施
状
況

実施 16 6 不明 0

中央、港、新宿、台東、江東、品川、目黒、世田谷、渋谷、杉並、北、板橋、練馬、足立、葛飾、江戸川
未設置区（千代田、文京、墨田、大田、中野、豊島）

今年度に予定されている建物全体の
レイアウト変更等を踏まえ、各コー
ナーの展示等の見直しと改善を図
る。

環境課事務室の移転にあわせて、窓
口カウンターのスペースを拡充する
等の改善を図った。

エコセンター敷地内の環境学習農
園を活用した農園講座の拡充を検
討する。

○多くの区民がエコセンターを知ってもらう方策が必要である。
○環境に興味の薄い区民、子どもへの環境意識を向上させる取組が必要である。
○脱炭素や海洋プラスチック、ＳＤＧｓ等の新たなテーマについて、時代に即した効果的な展示等での普及・
啓発活動が必要である。
○費用対効果を考慮しつつ、効率的かつ効果的な運営が必要である。

問題点・課題の改善策

令和5年度に取り組む
具体的な改善内容

令和5年度に実施した
改善内容および評価

令和6年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

行政費用は、給与関係費、物件費、減価償却費が多くを占めている。物件費の内訳は、エコセンターの管理運
営に係る委託料、消耗品費等である。行政収入の使用料及び手数料は、エコセンター敷地の目的外使用料であ
る。

▲ 489特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 27,898 ▲ 28,387
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 28,310 28,831 521 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 27,898
0 0

▲ 28,387 ▲ 489
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 681 1,699 1,018 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 27,898 ▲ 28,387
444 32

▲ 489

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 412
減価償却費 6,084 0 ▲ 6,084 その他 ▲ 23 0

444 9
23

補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 435
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 715 3,112 2,397 都支出金 0
物件費 14,392 15,331 939 国庫支出金 0 0

0 0
0

5年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 6,438 8,689 2,251

行
政
収
入

地方税等 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 4年度 5年度 差額 勘定科目 4年度

負担金補助等 防火管理者講習等 36

負担金補助等 防火管理者講習 8 備品購入費 ハイカウンター、パンフレットスタンド 281 工事請負費 環境課事務室改修工事費等 28,153
賃借料 軽印刷機賃借料等 225賃借料 軽印刷機賃借料等 225 賃借料 軽印刷機賃借料等 225

委託料 清掃・受付・保守・事業運営業務委託等 10,959 委託料 清掃・受付・保守・事業運営業務委託等 10,522 委託料 清掃・受付・保守・事業運営業務委託等 9,525
役務費 事業系ごみ処理手数料・電話料金等 421役務費 事業系ごみ処理手数料・電話料金等 347 役務費 事業系ごみ処理手数料・電話料金・移設作業費等 1,365

需用費 農園・情報コーナー・施設管理費 3,427 需用費 農園・情報コーナー・施設管理費・家屋等修繕費 6,050 需用費 農園・情報コーナー・施設管理費・家屋等修繕費 5,093
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

令和4年度（決算） 令和5年度（決算） 令和6年度（予算）

5,453 3,277 3,500環境活動支援コーナー等利用者数（人） 7,999 7,074 4,273 5,796

6年度
環境研修室等利用者数（人） 9,113 8,422 4,717 6,637 9,247 4,598 4,800

実
績
の
推
移

事項名（6年度は見込み） 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

37,003 43,453
決算額（6年度は見込み） 13,527 14,906 16,936 14,525 17,937 33,376 43,453
予算額 14,572 15,706 18,005 16,401 18,685

5年度 6年度予算・決算額等の推移 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度



No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
（ ）

● 有 ○ 無 7 （ ）

● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ● 計画 ○ 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤職員 ○ 会計年度任用職員 ）

①

②

③

重点的に推進 重点的に推進

　環境学習講座の実施や優れた環境活動の表彰により、区民の環境に対す
る理解と意識の向上を図ることができ、将来の環境区民の育成に資するも
のであるため、重点的に推進する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

6年度 7年度

区民大賞応募者数（個人・団体） 774 830 596 680 850

エコジュニアクラブ参加者数
（人）

25 23 28 30 30

令和3年度は台風及びコロナの影響
で一部の講座が中止となった。

夏休み等エコ教室参加者数（人） 299 375 311 305

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
3年度 4年度 5年度

6年度
見込み

目標値
(8年度)

500

経過

平成 9年度　環境美化大賞を創設
平成23年度　環境美化大賞を廃止し、環境区民大賞を創設
　　　　　　環境課X（旧Twitter）開始
平成29年度　エコポスターコンクール事業を環境区民大賞に統合
平成30年度  エコジュニアクラブの実施
令和 3年度　アウトリーチ型の啓発事業として「あらかわエコキャラバン」を実施
令和 5年度　「環境区民大賞運営費」・「環境啓発事業費」を「環境推進事業費」に統合。
　　　　　　ハクビシン・アライグマ対策等の自然・生物に関する事業を「生物多様性推進費」へ
　　　　　　事業移管

必要性

　環境先進都市を目指すためには、区民一人ひとりの環境に関する理解を深めるとともに、意識の向上を
図ることが必要不可欠である。そのため、幅広い年齢層を対象とした環境学習の機会の提供や優れた環境
活動の表彰を実施する必要性は高い。

実施
方法

2一部委託

「あらかわエコセンター環境活動支援コーナー運営業務等委託」（緑のカーテン普及啓発事業委託）

目的

　区民一人ひとりが主体的に良好な環境の創造と保全に取り組む機運を醸成するため、区民の環境問題に
対する関心を深め、環境に関する正しい理解や知識の向上を図る。

対象者
等

区民、区内事業者、環境団体等

内容

○環境学習講座・イベントの開催
 (1) エコジュニアクラブ 　 （年12回）
（2）緑のカーテン用の苗配布（年 1回）
（3）夏休みエコ教室        （年16回）
（4）あらかわエコキャラバン（年 2回）
〇環境区民大賞　顕彰対象部門
　環境活動部門　　　個人、事業者、町会、団体等における優れた環境活動を募集
　エコレシピ部門　　環境にやさしいエコ料理を募集
　こどもエコ部門　　小学生からエコアイデアを募集【低学年の部】【高学年の部】
　エコポスター部門　地球環境、美化活動、もったいない３Ｒ・食品ロスをテーマにしたポスターを小
　　　　　　　　　　中学生から募集

政策 07 地球環境を守るまちの実現
施策 01 温暖化対策の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

環境基本法、荒川区環境基本計画　他
終期設定 令和 2025 年度
開始年度 平成 4 1992 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 6年度 5年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（6年度）

01-03-01 環境推進事業費

事務事業名 環境推進事業費
部課名 環境清掃部環境課 課長名 檀上

担当者名 関口 内線 483

事務事業コード 07-01-06 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（令和6年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

イベント等の各事業の運営方法の改
善・見直しを図りながら啓発事業を
継続していく。

令和5年度は、環境区民大賞の顕彰部
門について応募状況や部門構成のわ
かりやすさを考慮して部門統合等の
見直しを行った。

イベントや講座等の各事業の来場
者数、応募件数の増加を図るた
め、実施内容や周知及び応募方法
を工夫していく。

〇あらかわエコキャラバンのように出張型のイベントに関しては、多くの方に参加いただけるよう実施場所等
を工夫していく必要がある。
〇優れた「環境区民」の活動やアイデアを広めるために、表彰事業に多くの応募をいただけるよう周知及び応
募方法の検討を行うとともに、表彰された活動内容をホームページやSNS等様々な方法で周知していく必要が
ある。

問題点・課題の改善策

令和5年度に取り組む
具体的な改善内容

令和5年度に実施した
改善内容および評価

令和6年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

行政収入の都支出金の内容は、「ハクビシン・アライグマ対策等の自然・生物に関する事業」に対する東京都
からの補助金であり、同事業が令和5年度より「生物多様性推進費」に事業移管されたため、皆減となった。

8,508特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 24,709 ▲ 16,201
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 25,144 16,201 ▲ 8,943 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 24,709
0 0

▲ 16,201 8,508
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 1,933 1,869 ▲ 64 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 24,709 ▲ 16,201
0 ▲ 435

8,508

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 435
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 376 491 115 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 ▲ 435
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 435
物件費 4,568 4,283 ▲ 285 国庫支出金 0 0

0 0
0

5年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 18,267 9,558 ▲ 8,709

行
政
収
入

地方税等 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 4年度 5年度 差額 勘定科目 4年度

償還金 償還金利子及び割引料 64
使用料 エコジュニアバス借り上げ等 369使用料 ｴｺｼﾞｭﾆｱ・バス借り上げ等 129 使用料 ｴｺｼﾞｭﾆｱ・バス借り上げ等 190

委託料 緑のｶｰﾃﾝ業務委託等 3,223 委託料 緑のｶｰﾃﾝ業務委託等 2,267 委託料 緑のカーテン・農園講座業務委託等 3,663
役務費 エコ教室保険料等 515役務費 環境講座保険料等 157 役務費 環境講座保険料等 148

需用費 環境講座等消耗品 613 需用費 環境講座・環境区民大賞等消耗品 1,711 需用費 区民大賞等消耗品 2,266
旅費 エコジュニア随行職員日当 12旅費 ｴｺｼﾞｭﾆｱ随行職員日当 4 旅費 ｴｺｼﾞｭﾆｱ随行職員日当 0

報償費 環境講座等謝礼 399 報償費 環境講座等謝礼 394 報償費 エコジュニア等謝礼 843
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

令和4年度（決算） 令和5年度（決算） 令和6年度（予算）

872 1,000あらかわエコキャラバン（人） - - - 1,165 213
環境区民大賞応募者数（個人・団体） 756 885 851 774 783

12 12 12
596 800

エコジュニアクラブ（回） 16 15 ― 9

6年度
夏休み等エコ教室（回） 20 16 ― 16 20 17 16

実
績
の
推
移

事項名（6年度は見込み） 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

6,794 7,668
決算額（6年度は見込み） 6,138 5,589 3,671 6,559 4,944 4,774 7,668
予算額 7,011 7,134 8,431 9,470 7,148

5年度 6年度予算・決算額等の推移 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度



No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
（ ）

● 有 ○ 無 7 （ ）

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤職員 ○ 会計年度任用職員 ）

①

②

③

推進 推進

　清潔で美しい荒川区をつくるためには、区・区民・事業者及び団体が相
互に協力し合い、美化活動及び喫煙マナーの啓発に取り組むことが重要で
あるため、今後も推進する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

6年度 7年度

主要駅周辺における路上喫煙率
（％）

0.08 0.09 0.08 0.06 0.03

まちの環境美化マナーアップ業務委
託実績

啓発指導員による指導件数（件） 3,217 3,163 3,189 3,000

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
3年度 4年度 5年度

6年度
見込み

目標値
(8年度)

2,400

経過

平成 8年10月　「荒川区まちの環境美化条例」を制定し、翌年4月に施行
平成20年12月　指定地区内での路上喫煙禁止等を追加した改正条例を制定し、翌年6月に施行
平成22年 4月　まちの環境美化マナーアップ業務委託開始
平成25年 3月　路上喫煙禁止地区のうち、南千住駅・日暮里駅で地区の見直し（拡大）を実施
平成30年 4月　南千住駅東口指定喫煙場所（区営）を開設
令和元年 8月　荒川区指定喫煙場所設置助成金交付制度の創設（～令和3年度）
令和 2年 4月　喫煙マナー啓発パトロール車両の運行開始
令和 3年 4月　日暮里駅南口紅葉橋階段下区有地に閉鎖型喫煙所（区営）を開設
令和 5年 4月　荒川区指定喫煙場所設置助成金交付制度の再開（令和5年度～）
令和 5年 8月　三河島駅近辺に荒川区指定喫煙場所設置助成金交付制度を活用した指定喫煙所が開設

必要性

喫煙マナーに関する区民からの苦情・相談は依然多く、事業としての重要度は高い。

実施
方法

2一部委託

路上喫煙禁止地区周辺の巡回及び車両での区内全域パトロールによる啓発・指導を実施している。

目的

　｢荒川区まちの環境美化条例」に基づき、区・区民・事業者及び団体が相互に協力し合い、「わがまちは
わが手で美しくする」ことを目標に、環境美化活動を実践し、清潔で美しい荒川区をつくり、区民の生活
環境の向上を図ることを目的とする。

対象者
等

区民及び事業者等

内容

○美化推進期間の設定：荒川区環境美化の日(5月30日)の前後に環境美化推進期間(5月15日～6月14日)を設
け、美化推進ポスターの掲示等を実施
○地域の美化活動支援：区民が主体的に行う美化活動に対し、清掃用具貸与等の支援を実施
○環境美化マナーアップキャンペーン：区内主要駅周辺にて、まちの環境美化についての啓発及び美化活
動を実施
○喫煙マナー対策：喫煙マナー啓発ポスターの掲示、啓発指導員による巡回・指導及びパトロール車両の
運行、喫煙マナー周知用リーフレット及びポリ看板・シールの配布、路上喫煙実態調査の実施、指定喫煙
所の運営及び設置助成等

政策 08 良好で快適な生活環境の形成
施策 04 まちの美化の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

荒川区まちの環境美化条例
終期設定 令和 2025 年度
開始年度 平成 9 1997 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 6年度 5年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（6年度）

01-05-01 まちの環境美化推進費

事務事業名 まちの環境美化推進費
部課名 環境清掃部環境課 課長名 檀上

担当者名 田中 内線 483

事務事業コード 07-01-10 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（令和6年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

令和元年度11月会議 閉鎖型公衆喫煙所の設置について
令和元年度決特　　 たばこのポイ捨てについて／日暮里駅南口指定喫煙場所について
令和2年度2月会議　 区内のゴミのポイ捨て対策について／コロナ収束後の地域美化活動について
令和4年度2月会議　 喫煙禁止場所での喫煙に対する現状の対策と今後の対応について
令和4年度6月会議　 喫煙所整備支援等もう一歩踏み込んだ対策について

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

路上喫煙、ポイ捨て等に関する条例の制定　22区

マナーアップキャンペーン及び清掃
用具の貸出を継続することで、地域
の美化意識の向上につなげる。

マナーアップキャンペーンを行うこ
とで、区民の美化意識の向上を図っ
た。また、町会等に対して清掃用具
の貸出を行った。

引き続きマナーアップキャンペー
ン及び区民への清掃用具の貸出を
行うことで、地域の美化意識の向
上につなげる。

巡回地点やルートの見直しを行い、
効率的かつ効果的な巡回方法を検討
する。

区民から要望があった地点を重点的
に巡回する等、巡回地点やルートに
ついて柔軟に対応した。

区民からの要望に対応できるよう
に、より柔軟に巡回地点や巡回
ルートを変更できるよう検討す
る。

路上喫煙禁止地区に指定している主
要駅について喫煙所の整備に向け設
置候補地の情報を収集する。

路上喫煙禁止地区に指定している三
河島駅近辺に荒川区指定喫煙場所設
置助成金交付制度を活用した閉鎖型
喫煙所が開設した。

国や都の動向を注視しながら、引
き続き喫煙所整備に係る民間助成
を含めた分煙環境の整備について
検討していく。

〇地域の美化活動が衰退しないよう、他事業の取組と連携しながら、美化活動の支援や啓発活動を継続するこ
とで、地域の美化意識の向上を図る必要がある。
○喫煙マナーに関する区民からの苦情・相談は依然多いため、幅広く喫煙マナーの周知・啓発活動を行うこと
で、喫煙者の分煙意識の向上を図る必要がある。
○路上喫煙禁止地区に指定している主要６駅を中心に閉鎖型の喫煙場所を整備することで、分煙化を図る必要
がある。

問題点・課題の改善策

令和5年度に取り組む
具体的な改善内容

令和5年度に実施した
改善内容および評価

令和6年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

令和５年度は指定喫煙場所設置助成金交付要綱に基づく民間助成が１件あったため、行政費用の補助費等と当
該事業への都補助金により行政収入の都支出金が増額となった。また行政収入のその他は、喫煙所に設置した
自販機の電気料金収入である。

▲ 16,096特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 24,102 ▲ 40,198
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 24,589 44,706 20,117 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 24,102
0 0

▲ 40,198 ▲ 16,096
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 1,036 3,689 2,653 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 24,102 ▲ 40,198
4,508 4,021

▲ 16,096

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 487
減価償却費 1,712 1,712 0 その他 37 70

695 245
33

補助費等 0 7,492 7,492 使用料及び手数料 450
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

3,743 3,743
0

維持補修費 19 216 197 都支出金 0
物件費 12,031 12,726 695 国庫支出金 0 0

0 0
0

5年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 9,791 18,871 9,080

行
政
収
入

地方税等 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 4年度 5年度 差額 勘定科目 4年度

公課費 電気自動車　重量税 5

負担金補助及び交付金 喫煙所整備補助金 20,000負担金補助及び交付金 喫煙所整備補助金 7,487
委託料 まちの環境美化マナーアップ業務委託等 10,867 委託料 まちの環境美化マナーアップ業務委託等 11,433 委託料 まちの環境美化マナーアップ業務委託等 13,869

役務費 都電都バス広告掲載料等 326役務費 都電都バス広告掲載料等 219 役務費 都電都バス広告掲載料等 218
需用費 美化活動・路上喫煙対策消耗品費等 963 需用費 美化活動・路上喫煙対策消耗品費等 1,290 需用費 美化活動・路上喫煙対策消耗品費等 1,694

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

令和4年度（決算） 令和5年度（決算） 令和6年度（予算）

0.09 0.08 0.06主要駅周辺における路上喫煙率(％) 0.05 0.08 0.10 0.08

6年度
啓発指導員による指導件数（件） 3,245 3,512 3,684 3,217 3,163 3,189 3,000

実
績
の
推
移

事項名（6年度は見込み） 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

23,646 35,889
決算額（6年度は見込み） 13,960 34,893 42,005 11,828 12,049 20,434 35,889
予算額 15,922 36,261 85,105 27,998 13,671

5年度 6年度予算・決算額等の推移 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度



No1
○ ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
（ ）

○ 有 ● 無 （ ）

● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤職員 ○ 会計年度任用職員 ）

①

②

③

推進 推進

　区民の健康と安全の確保に向けて、公害の発生原因や、苦情の背景を調
査し、関係部署とも連携して早急な課題解決を図る必要があるため、推進
する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

6年度 7年度

苦情の再度申立が無くなること
（％）

全苦情に対する完結率（％） 100 100 100 100 100

苦情の再度申立が減少すること
（件）

発生源別苦情件数 270 223 236 200

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
3年度 4年度 5年度

6年度
見込み

目標値
(8年度)

120

経過

昭和45年4月 「東京都公害防止条例」施行
昭和53年　　 隅田川水系浄化対策連絡協議会が発足し、以降毎年調査を実施
昭和60、61、平成2、5、8、11、14、17、20年度に新幹線鉄道騒音調査を実施
平成13年4月 「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例」施行
平成15年4月  東京都から、騒音規制法、振動規制法及び悪臭防止法の事務が区へ移譲
平成16、20年、22年度に京成線高架部分の大規模改修に係る調査として鉄道騒音調査を実施
平成21年4月 「荒川区良好な生活環境の確保に関する条例」施行

必要性

　騒音・振動・悪臭等の公害苦情に対し、発生源の調査を行い、関係法令等に基づいた指導等を行うこと
で、区民の健康や安全を確保しているため、必要性は高い。

実施
方法

2一部委託

水質・底質調査、自動車騒音常時監視、悪臭測定については委託により実施

目的

　東京都環境確保条例及びその他の関係法令に基づき、環境状況の調査や公害発生源に対する規制・指導
を行うとともに、事業活動その他の人の活動により発生する公害苦情に対して、相談業務・指導を行うこ
とにより、区民の健康で安全かつ快適な生活を確保することを目的とする。

対象者
等

区民、事業者等

内容

○公害発生源に対する規制・指導
　公害発生源者に対して規制基準の遵守や公害対策の指導等を行う。
○公害苦情の処理
　公害に伴う苦情の申立により、公害発生源の調査を行い、法令等に基づき指導等を行う。
○環境調査
　主要幹線道路の道路交通騒音及び振動の調査や、隅田川の水質・底質に関する調査を行う。
○工場認可その他の届出の処理
　工場等の設置や変更認可申請及び廃止等の届出。工場の現況や揚水量、化学物質使用量の報告を受理及
び審査等を行う。また、工事等に伴い発生する特定建設作業や特定粉じん排出等作業の届出、その他土壌
汚染調査に係る届出の受理及び審査を行う。

政策 08 良好で快適な生活環境の形成
施策 04 まちの美化の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

都環境確保条例、大気汚染防止法、水質汚濁防
止法、騒音規制法、振動規制法終期設定 年度

開始年度 昭和 44 1969 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 6年度 5年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（6年度）

01-06-01 公害対策費

事務事業名 公害対策費
部課名 環境清掃部環境課 課長名 壇上

担当者名 飯野 内線

事務事業コード 07-01-11 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（令和6年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

平成19年3定　都内の大気測定局数について
平成25年1定　建設環境委員会　解体工事現場に対する新たな基準の考え方について
平成26年度9月会議　鉄道沿線住民への対応について
令和元年度9月会議　空き地の管理について

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

東京都公害防止管理者、一般建築物
石綿建材調査者等の資格取得を通し
て根拠法令への解釈を深める。

東京都公害防止管理者、一般建築物
石綿建材調査者等の資格取得を通し
て根拠法令への解釈を深め指導に役
立てた。

困難事例に関しては事例を係内で
共有し、解決方法を模索すること
で区民や事業者へのサービス向上
を図る。

令和5年10月からの大気汚染防止法
改正に伴い、指導強化に向けての係
内周知および知識の共有化を図る。

令和5年10月からの大気汚染防止法改
正に伴い、指導強化を図った。

土壌汚染調査等の指導について、
法令を遵守しつつ事業者に寄り添
う形で行う。

　最近の苦情相談では、事業者が法令を遵守していても解決しないことが多く、対応には広い知識や説明等の
スキルが必要となるため、職員の育成に多くの時間を要する。なお、解体・建設工事の騒音・振動に係る相談
も多く、現場調査段階で施工業者と低減措置等について検討するが、特に振動を軽減することが技術的に難し
い。また、多額な費用負担となる土壌汚染調査等の指導は、事業者等の資金の問題から速やかな解決が得られ
ないことから時間を要することが多い。

問題点・課題の改善策

令和5年度に取り組む
具体的な改善内容

令和5年度に実施した
改善内容および評価

令和6年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

行政費用の物件費が増加しているのは、備品購入費（騒音計やアスベスト対策の保護具等購入）が増加したた
めである。行政収入は、工場公害防止認可手数料のほか、その他収入として情報公開手数料がある。

▲ 7,865特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 45,839 ▲ 53,704
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 46,013 53,850 7,837 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 45,839
0 0

▲ 53,704 ▲ 7,865
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 4,130 8,409 4,279 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 45,839 ▲ 53,704
146 ▲ 28

▲ 7,865

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 174
減価償却費 0 0 0 その他 41 34

53 ▲ 11
▲ 7

補助費等 96 87 ▲ 9 使用料及び手数料 64
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

59 ▲ 10
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 69
物件費 2,758 2,343 ▲ 415 国庫支出金 0 0

0 0
0

5年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 39,029 43,011 3,982

行
政
収
入

地方税等 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 4年度 5年度 差額 勘定科目 4年度

負担金補助及び交付金 公害防止管理者講習等 92負担金補助及び交付金 公害防止管理者講習等 92 負担金補助及び交付金 公害防止管理者講習等 92

備品購入費 備品購入 906 備品購入費 備品購入 372 備品購入費 備品購入 427
委託料 環境調査委託等 2,335委託料 環境調査委託等 1,757 委託料 環境調査委託等 2,337

役務費 公害防止管理者講習等 2 役務費 公害防止管理者講習等 2 役務費 公害防止管理者講習等 62
需用費 公害規制用消耗品等 378需用費 公害規制用消耗品等 718 需用費 公害規制用消耗品等 618

報償費 環境調査に伴う謝礼 6 報償費 環境調査に伴う謝礼 6 報償費 環境調査に伴う謝礼 6
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

令和4年度（決算） 令和5年度（決算） 令和6年度（予算）

793各種届出受付件数 630 679 702 726 689
公害発生に対する苦情件数 127 190 253 270 223

434 542
236

工場等現場立入調査回数 300 213 281 257

6年度
工場認可件数 7 3 8 8 8 6

実
績
の
推
移

事項名（6年度は見込み） 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

3,427 3,300
決算額（6年度は見込み） 380 1,362 1,938 1,802 2,855 2,430 3,300
予算額 813 1,984 2,200 2,192 3,481

5年度 6年度予算・決算額等の推移 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度



No1
○ ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ○ それ以外の継続事業
（ ）

● 有 ○ 無 7 （ ）

● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤職員 ○ 会計年度任用職員 ）

①

②

③

推進 推進

　区民の自然環境に対する理解と意識の向上を図るとともに、良好な生活
環境を維持するため推進する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

6年度 7年度

6年度は、行動制限の緩和により、
参加者が増加した。

区主催の自然観察会参加者数 35 120

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
3年度 4年度 5年度

6年度
見込み

目標値
(8年度)

40

経過

平成28年度　ハクビシン・アライグマ対策事業の実施
平成28年度　農園講座の開催
令和3年度   カラスの営巣撤去及び回収等の業務を生活衛生課から環境課へ移管
令和5年度　「環境推進事業費」のうち、自然・生物に関する事業を新規に創設した「生物多様性推進
            費」へ移管
令和6年度　農園講座を環境推進事業費へ移管

必要性

生物多様性を保全し、自然と共生した持続可能な社会を実現するためには、区民一人ひとりの理解を深め
ていくことが必要不可欠である。また、カラスやハクビシン等の生物については、被害等の相談が増加し
ていることから、良好な生活環境を維持するため各対策を行う必要性は高い。

実施
方法

2一部委託

〇ハクビシン・アライグマ対策業務委託
〇カラスの営巣撤去及び回収等業務委託

目的

地域における生物多様性の保全、活用及び調和のために必要となる取組を推進する。

対象者
等

区民、事業者等

内容

〇自然観察会の開催
 (1) 区主催の自然観察会（年5回程度） (2) 尾久の原公園での自然観察会への講師派遣（年12回）
〇生物多様性に係る情報発信
　区ホームページ、区公式SNS(X旧Twitter・Facebook)
○ハクビシン・アライグマ対策事業の実施
　家屋等に被害が生じている場合に罠の設置・捕獲及び処分を行う。
〇カラス対策事業の実施
  繁殖期に多発する威嚇、攻撃などカラスによる危害の軽減を図るため、営巣撤去及び回収等を行う。
〇ＡＩを活用した区民参加による生き物図鑑づくり（令和6年度新規事業）

政策 08 良好で快適な生活環境の形成
施策 04 まちの美化の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

生物多様性基本法、特定外来生物による生態系
等に係る被害の防止に関する法律、他終期設定 令和 2025 年度

開始年度 令和 5 2023 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 6年度 5年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（6年度）

01-03-02 生物多様性推進費

事務事業名 生物多様性推進費
部課名 環境清掃部環境課 課長名 檀上

担当者名 松澤 内線 483

事務事業コード 07-01-13 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（令和6年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 21 1 不明 0

東京都アライグマ・ハクビシン防除実施計画参加自治体：22区（荒川区含む）

カラスや外来生物等による被害動向
を踏まえて啓発等を行う。

ハトやカラス・外来生物等に起因す
る生活環境の被害について、継続的
に粘り強く現場調査や指導、啓発を
行った。

自然や生物と触れ合う機会を創出
し、理解を促進していくため、区
民参加型の生き物調査イベントを
実施する。

〇カラスや外来生物等による被害について様々な相談を受けることから、専門的な知識や経験を有した職員が
対応する必要がある。

〇生物による被害に対し自ら対策を行う場合に有効な方策等の普及啓発が必要である。

問題点・課題の改善策

令和5年度に取り組む
具体的な改善内容

令和5年度に実施した
改善内容および評価

令和6年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

令和５年度から予算組替により新設した事業であるため、「生物多様性推進費」としての４年度決算はない。
４年度の決算額は、環境推進事業費に計上されている。

▲ 4,241特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) 0 ▲ 4,241
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 0 4,538 4,538 通常収支差額(c)+(d)=(e) 0
0 0

▲ 4,241 ▲ 4,241
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 0 510 510 行政収支差額(a)-(b)=(c) 0 ▲ 4,241
297 297

▲ 4,241

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 0 2 2 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

297 297
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 0 1,419 1,419 国庫支出金 0 0

0 0
0

5年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 0 2,607 2,607

行
政
収
入

地方税等 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 4年度 5年度 差額 勘定科目 4年度

委託料 ハクビシン等捕獲業務委託等 1,560
役務費 自然観察会講師謝礼等 24 委託料 ハクビシン等捕獲業務委託等 4,344

役務費 自然観察会講師謝礼等 71需用費 ビオトープ等消耗品費等 30
報償費 農園学習講座講師謝礼 0 需用費 ビオトープ等消耗品費等 30

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

令和4年度（決算） 令和5年度（決算） 令和6年度（予算）

61 50対応件数（鳥の死体・衰弱個体対応） 6 20 29 32 58
対応件数（糞害等の対応） 8 21 60 60 61

42 38 36
74 65

対応件数（ハト等への餌やり対応） 34 29

6年度
対応件数（ハクビシン・アライグマ） 74 55 64 64 101 78 81

実
績
の
推
移

事項名（6年度は見込み） 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

1,882 －
決算額（6年度は見込み） － 1,421 －
予算額 －

5年度 6年度予算・決算額等の推移 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度



No1
● ○ ○ ○ 人事

● （ ○ ● ） ○ 建設事業 ○ それ以外の継続事業
（ ）

● 有 ○ 無 7 （ ）

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ● 計画 ○ 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤職員 ○ 会計年度任用職員 ）

①

②

③

推進 推進

　地球温暖化や自然共生等の環境問題に対する区民意識の向上と、森林整
備を通じたCO2吸収対策に資するものであるため推進する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

6年度 7年度

森林整備・体験ツアー等参加者数 40 64 80

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
3年度 4年度 5年度

6年度
見込み

目標値
(8年度)

100

経過

令和4年度　 　「荒川区と福島市との森林整備の実施に関する協定書」及び「荒川区と福島市との
                森林整備の実施に関する協定に基づく覚書」を締結
      　  　　「親子で作る『あらかわの森』植樹ツアー」実施（計2回）
      　　　　都内広域連携による森林整備事業への参画準備
令和5年度　　 甲府市連携事業「森林体験ツアー」実施
　　　　　　　村上市連携事業「森林・自然体験ツアー」実施
              都内広域連携による森林整備事業に係る協定を締結、「多摩の森」活性化プロジェ
　　　　　　　クト推進協議会発足。多摩地域において間伐による森林整備実施

必要性

　区民への自然体験の機会の提供や、森林整備を通じたCO2吸収対策に資するとともに、連携先自治体等と
の地域交流や経済の活性化にも寄与するものであることから、本事業を実施する必要性は高い。

実施
方法

2一部委託

○ツアー運営委託
○「あらかわの森」森林整備等業務委託

目的

　交流都市等との連携により森林整備・体験事業等を実施することで、地球温暖化や自然共生等の環境問
題に対する区民の意識を高めるとともに、森林整備を通じてCO2吸収対策に資することを目的とする。

対象者
等

区民、他自治体、森林組合、環境・観光に関する団体及び事業者

内容

○森林整備・体験事業
　交流都市等との連携により、区民を対象とした森林整備・体験等のイベントを実施する。
 (1) 福島市連携事業「親子でつくる『あらかわの森』植樹ツアー」（令和4年度から実施）
 (2) 甲府市連携事業「森林体験ツアー」(令和5年度から実施)
 (3) 村上市連携事業「森林・自然体験ツアー」(令和5年度から実施)
○都内広域連携による森林整備事業(「多摩の森」活性化プロジェクト)
（1）目的　特別区と多摩地域広域連携による森林整備事業により、将来的なカーボンオフセット枠を確保
することに加え、多摩地域において区民の森林体験が可能な場の創出を図るほか、多摩産材等木材の活用
を拡大していく。
（2）参加自治体　荒川区、千代田区、中央区、台東区、品川区、葛飾区、八王子市、青梅市、
　　　　　　　　 町田市、あきる野市、日の出町、檜原村、奥多摩町、東京都

政策 07 地球環境を守るまちの実現
施策 01 温暖化対策の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

荒川区地球温暖化対策推進条例
荒川区地球温暖化対策実行計画終期設定 令和 2025 年度

開始年度 令和 5 2023 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 6年度 5年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（6年度）

01-04-03 森林整備事業費

事務事業名 森林整備事業費
部課名 環境清掃部環境課 課長名 檀上

担当者名 尾形 内線 482

事務事業コード 07-01-17 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（令和6年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 18 4 不明 0

連携する地域の特性を踏まえた森林
整備や森林体験事業を実施し、区民
が自然に触れ・学ぶ機会の充実を図
る。

受入自治体との連携を密に行い、そ
の地域の特性を生かしたツアーを実
施し、参加者に森林の役割等につい
て啓発を行った。

ツアー参加者の定員を増加させる
ほか、都内広域連携事業を活用す
ることで、より多くの区民への啓
発を図る。

・連携する自治体が複数に及ぶため、連携する地域の特性を踏まえた森林整備や森林体験事業を実施する必要
がある。

問題点・課題の改善策

令和5年度に取り組む
具体的な改善内容

令和5年度に実施した
改善内容および評価

令和6年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

令和５年度から予算組替を行ったため、４年度決算はない。４年度の決算額は、地球温暖化対策推進費に計上
されている。

▲ 20,784特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) 0 ▲ 20,784
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 0 20,784 20,784 通常収支差額(c)+(d)=(e) 0
0 0

▲ 20,784 ▲ 20,784
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 0 2,548 2,548 行政収支差額(a)-(b)=(c) 0 ▲ 20,784
0 0
▲ 20,784

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 0 866 866 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 0 4,336 4,336 国庫支出金 0 0

0 0
0

5年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 0 13,034 13,034

行
政
収
入

地方税等 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 4年度 5年度 差額 勘定科目 4年度

負担金 協議会負担金 3,596負担金 協議会負担金 866
使用料 貸切バス、レンタカー代 172 使用料 レンタカー代 17

委託料 ツアー運営委託 7,493委託料 ツアー運営委託 3,319
役務費 運搬費、謝礼 31 役務費 運搬費、謝礼 49

需用費 消耗品費 209需用費 消耗品費 102
旅費 近接地外旅費 712 旅費 近接地外旅費 1,156

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

令和4年度（決算） 令和5年度（決算） 令和6年度（予算）

6年度
森林整備・体験ツアー等参加者数 40 64 158

実
績
の
推
移

事項名（6年度は見込み） 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

7,899 12,520
決算額（6年度は見込み） － 5,202 12,520
予算額 －

5年度 6年度予算・決算額等の推移 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度


